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避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会とりまとめ(概要)
 近年の災害では、在宅や車中泊等で避難生活を送る避難者等が多く存在しているほか、新型コロナウイルス感染症拡大を受けて分散避難の取組が進むなど、避難者等の
避難生活を取り巻く環境は大きく変化している。

 また、避難者の支援を全て行政職員が担うことには限界があるため、避難者等の支援に取り組む民間団体との連携が必要である。加えて、近年自宅等で災害関連死が多く
発生していることや、今後南海トラフ地震等の大規模災害ではさらなる被害が想定されることから、これら避難所以外に避難する者の状況把握や支援方策の検討は喫緊の
課題である。

 このため、内閣府では、「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会」を設置し、８回に渡り議論を行い、その成果をとりまとめた。

＜「場所（避難所）の支援」から
「人（避難者等）の支援」への

考え方の転換＞
＜官民連携による被災者支援＞

避難生活に係る基本的な考え方
＜平時・生活再建フェーズとの

連続性の確保＞

• 在宅や車中泊避難者に対する支援について防災計画等への位置づけ。地域コミュニティの取組については地区防災計画の活用も効果的。
• 災害協定の締結等を進めるとともに、支援に関わる多様な主体を巻き込み、在宅避難者や車中泊避難者の支援に係る訓練を実施。
• 平時における地域資源を災害時の支援拠点としても活用。
• 地域の防災力を向上させる取組を通じて自助・共助による支援能力を涵養するなど避難生活支援に携わる人材を育成。

 発災直後から関係者が連携して避難者等の状況把
握を行う。支援漏れを防止するため、状況把握を行
う主体間の連携体制について平時から検討する。

＜デジタル技術の利活用＞

具体の取組

避難者等の状況把握 避難所以外の避難者の支援拠点 車中泊避難者の支援

平時から
の取組

• 危機管理、医療、保健、福祉、住宅、教育、住民制度など関係部局、民間支援団体が連携しつつ、避難者等の状況把握、避難
所の運営や環境改善、在宅避難者等の支援等の被災者支援の業務を一元的に担う体制の構築を促す。

避難者以外の避難者等の
支援の枠組み

 災害時には、やむを得ず車中泊避難を行う避難者
等が一定程度発生することを想定し、地域の実情に
応じた支援方策について平時から検討・準備する。

【考え方】

【主な取組】
 住民への車中泊避難の注意点等の広報
 車中泊避難を行うためのスペースを平時から検討・
公表

 水・食料に加え、弾性ストッキング等を備蓄・配布
 保健師等と連携した健康管理を実施

 在宅避難者等についても、避難所の避難者と同様
に必要な支援を受けられるよう、支援拠点の設置や
支援内容について平時から検討する。

【考え方】

【主な取組】
 被災状況や避難所の状況等に応じて、在宅避難者
の支援拠点を設置

 機能に応じて自治会レベルの拠点や広域の拠点など
様々な規模の支援拠点の設置を検討

 支援拠点で食事や物資の支援、情報提供を実施

【考え方】

【主な取組】
 状況把握を行う主体の連携体制の整備
 アウトリーチを行う際の優先順位の検討
 関係者が共通して使用する調査項目の検討
 被災者自ら情報発信を行う仕組みの構築

【別冊】被災者支援に関するアンケート調査結果（全国の都道府県及び市町村に対し、在宅避難者や車中泊避難者の支援に関するアンケートを実施）
⇒多くの自治体が在宅避難者や車中泊避難者の支援の必要性を認識していると回答する一方、取組が進まない理由として、①制度上の位置づけの不明瞭さ、
②ノウハウの不足、③人員不足等が指摘された。 2



１．避難所外避難者の状況
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これまでの災害における避難所外避難者の例①
○ 岩手県では、平成23年の東日本大震災の発災直後、市町村を通じて、在宅で給食や物資の支援を受けている
者を「在宅通所避難者」として把握している。

○ 「在宅通所避難者」は、平成23年４月3日時点で24,327人（避難所避難者数24,693人）みられ、同年9月1
日時点で０人となっている、避難所の閉所は10月７日であり、同程度の期間支援が実施されていた。

出典：総務省[2020]「災害時の「住まい確保」等に関する行政評価・監視－被災者の生活再建支援の視点から－結果報告書」 4



これまでの災害における避難所外避難者の例②
○ 宮城県石巻市では、平成23年の東日本大震災について、3月15日以降の物資等の配布に係る必要数を把握する
ため、「避難所避難者数」及び「在宅等避難者数」を避難所が閉鎖された同年11 月まで把握している。

○ 「在宅等避難者数」は、発災から3 週間程度経過した3 月下旬時点で約6.1 万人と、避難所避難者の倍以上が
在宅で生活している状況となっており、避難所避難者と在宅等避難者の合計は発災前の人口（ 16万826人※平成
22年10月１日）の約半数を占めている。

○ 発災から約3 か月経過した6 月中旬時点でも、約1.4 万人の「在宅等避難者」が存在している。

出典：総務省[2020]「災害時の「住まい確保」等に関する行政評価・監視－被災者の生活再建支援の視点から－結果報告書」 5



出典：内閣府[2017]「平成28年度避難所における被災者支援に関する事例等報告書」

○ 平成28年の熊本地震において避難者が避難先とした場所（複数選択可）について、回答者全体の74.5％が車
中泊を経験したと回答しているほか、50.9％が自宅（在宅避難）を経験したと回答しており、避難所と回答した割
合（45.3％）を上回っている。

○ 避難場所の切り替えについて、全体の約半数が「最初から車中泊・テント泊・トレーラーハウスなど、避難所以外の
場所に避難した」と回答している。

これまでの災害における避難所外避難者の例③
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車中泊避難を行った理由

・余震が怖くて避難所に避難したくなかった。
・避難所が満員で、トイレも食事配給も長蛇の列で居られなかった。
・自主避難所に避難したが、食事や水の配布がなかったため、車中泊に切り替えた。
・年老いた祖母と、幼い姪っ子がいたため、避難所には行かなかった。
・ペットがいるため避難所という選択肢を持てなかった。
・乳児を連れて避難所にいたが、夜中に泣いてしまうため、夜は車中泊をした。
・空き巣などが気になったため。
・積載してある財産管理のため。

○ 平成28年の熊本地震において、車中泊を行った理由として下記のような意見があった。

出典：内閣府[2017]「平成28年度避難所における被災者支援に関する事例等報告書」 7



車中泊避難者等に対する自治体の対応状況
〇 災害時にテント泊や車中泊の避難者を想定した対応策を検討している自治体は、全体の45.2％に留まる。

出典：内閣府[2017]「平成28年度避難所における被災者支援に関する事例等報告書」

【検討していないと回答した自治体の回答理由】
・想定される避難者すべてを、市内の避難所で受け入れられるため
・避難所への避難誘導を優先して行うため
・エコノミークラス症候群の発症が懸念されることから、車中泊での避難は好ましいとは言えず、計画などに盛
り込むと車中泊が肯定される懸念がある

・対応可能な施設やスペースがない
・テント泊や車中泊の避難者を想定していない
・必要性を感じない
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２．避難者等の状況把握
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在宅・車中泊で生活する人

平時は福祉サービス
を受けていない
要配慮者

要配慮者以外の者

状況把握の実施体制の整理

平時から福祉サービス
を受けている
要配慮者

アウトリーチによる状況把握

避難所・支援拠点に来訪した際に状況を把握

ICT（アプリ等）を活用した情報発信

担い手
保健師/自助・共助

担い手
福祉事業者/保健師

外部支援
NPO/災害ボランティア

担い手
保健師/職能団体

（高齢者等把握）/共助

（高齢者、障害者、児童等） （難病患者、外国籍の者、妊産婦 等）

（ペットを飼育される方を含む）
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能登半島地震における石川県の状況把握の取組例

11出典：石川県HP

LINE、電話を活用した、避難所以外で避難生活を送る被災者の状況把握



届け出避難所（倉敷市）
○ 岡山県倉敷市では、地域防災力強化のため、平成２５年度から、地域の集会所や企業・団体等から使用許諾を
得た施設等を、災害時に避難所として自主防災組織が運営する場合、事前の申請により届出避難所として認定する
取組を実施している。認定された場合には、備蓄品を市が支援することとなっている。

■ 対象の集会所等
１ 災害時に避難所として使用することについて、所有者又は
管理者の使用許諾を得てください。

２ 災害の種別によって、開設に条件を付します。
※市の指定避難所（小学校や公民館など）を届出避難
所とすることはできません。

■ 申請から認定、避難所開設から閉鎖までの手順
１ 自主防災組織内で、避難行動を行う際に拠点とできるよ
うな集会所等がないか話し合う。

２ 災害時の使用について、建物の所有者又は管理者の使
用許諾を得る。

３ 必要事項を記入した届出避難所設置申請書と添付書
類を市へ提出する。

４ 市は、提出された申請の適否を決定し、その旨を通知する。
５ 備蓄品を配備する。
６ 災害時に届出避難所を開設して、避難者人数等を市へ
報告する。

７ 開設後速やかに、開設時間、避難者数等を市へ報告す
る。

８ 閉鎖後、届出避難所報告書を市へ提出する。

収容可能人数 備蓄品 数量

１人から３０人まで
毛布 １０枚以内
保存水 ２４本以内
非常食 ２４食以内

３１人から６０人まで
毛布 ２０枚以内
保存水 ４８本以内
非常食 ４８食以内

６１人以上
毛布 ３０枚以内
保存水 ７２本以内
非常食 ７２食以内

■ 備蓄品の配備
届出避難所に認定された場合は、施設等の収容可能人数

により毛布、保存水、非常食を市の備蓄品として配備します。

■ 避難所運営上の留意事項
１ 届出避難所の運営及び維持管理は、自主防災組織が自
ら行うこと。

２ 運営に関する費用のうち、備蓄品以外は自主防災組織の
負担とすること。

３ 届出避難所の運営又は利用に伴う事故等によって生じた
被害にかかる賠償等については当事者の負担とすること。

４ 備蓄品を使用した場合、又は、賞味期限を経過した場合
は、市に連絡し補充を受けること。

５ 届出避難所を廃止するときは、届出避難所廃止届を、市
へ提出すること。
出典：倉敷市ＨＰ（https://www.city.kurashiki.okayama.jp/36584.htm） 12



被災者台帳の概要
被災者台帳とは

被災者台帳の作成、台帳情報の利用及び提供 被災者台帳の記載・記録事項
（災害対策基本法第９０条の３、災害対策基本法施
行規則第８条の５）
① 氏名
② 生年月日
③ 性別
④ 住所又は居所
⑤ 住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の
状況

⑥ 援護の実施の状況
⑦ 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当
する事由
⑧ 電話番号その他の連絡先
⑨ 世帯の構成
⑩ 罹災証明書の交付の状況
⑪ 市町村長が台帳情報を当該市町村以外の者に
提供することに被災者本人が同意している場合には、
その提供先

⑫ 前号に定める提供先に台帳情報を提供した場合
には、その旨及びその日時

⑬ 被災者台帳の作成に当たって行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（平成二十五年法律第二十七号）第二条第五項に
規定する個人番号を利用する場合には、当該被災者
に係る個人番号

⑭ 前各号に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に
関し市町村長が必要と認める事項

災害発生時に市町村が行う被災者支援について、「支援漏れ」や「手続の重複」をなくし、中長期にわたる被災者支援
を総合的かつ効率的に実施するため、個々の被災者の被害状況や支援状況、配慮事項等を一元的に集約するもの。
（平成２５年６月の災害対策基本法改正により新設（平成２５年１０月１日施行））
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３．避難所以外の避難者の支援拠点
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倉敷市における平成30年西日本豪雨の際の食事提供
○ 平成30年７月豪雨では、指定避難所と在宅避難を併用している被災者もおり、指定避難所の避難者と在宅
避難者との境が曖昧であった。

○ 仮設住宅等への入居直後も、炊事等が難しいことなどから、食事の提供を望む被災者も多かった。こうした需要も
含め、在宅避難者の数を正確に把握するため、在宅避難者へスタンプカードを配布し、指定避難所や公民館等に
おける弁当の配給時には当該カードに「はんこ」を押すこととした。

出典：内閣府 「避難所における生活環境の改善および新型コロナ感染症対策等の取組事例集」(2022) 15
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大町町における令和３年８月の大雨の際の支援交流拠点の設置
○ 支援交流拠点は、在宅避難者に対する支援物資の拠点として、また、住民の生活相談拠点としての役割を果たす
ことを目的としている。

○ 支援物資拠点としては、水・食料等の救援物資の配布のほか、他の指定避難所で調理した温かい食事の提供等を
実施。

○ 生活相談拠点としては、被災者のニーズ収集・在宅避難状況の把握等、生活相談等についての支援を実施。

出典：佐賀県地域づくり公式サイト さがじかん (https://www.sagajikan.com/case/omachitownperidot202108）

□ 具体的な支援物資の例

布マスク、不織布マスク、防塵マスク、防塵ゴーグル、ハンガー、スリッパ、使
い捨てスリッパ、長靴、スニーカー、古タオル、生理用品、アルコールジェル、消
毒スプレー、除菌用水溶液、懐中電灯、リンス、シャンプー、紙コップ、スプー
ン、汗拭きシート、毛布、タオルケット、マットレス、Tシャツ、ショーツ、パンツ、
クイックルワイパー、ゴミ袋、ごみ袋、ごみバケツ、冷却パック、食料、飲料
等
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三鷹市の災害時在宅生活支援施設
○ 三鷹市では、平時から災害時在宅生活支援施設の整備を進めている。
○ 災害時在宅生活支援施設では、①仮設トイレの設置や、 ②炊出しの実施 、 ③救援物資等の配給の実施が
想定されているほか、これらに限らず地域の防災の活動拠点として、情報共有やコミュニティの「場」として活用の発展が
期待されている。

○ 原則として自治会等の地域住民による運営が想定されており、平時から訓練等も実施されている。

避難所 災害時在宅生活支援施設

機能 市民が一定期間生
活をする場所

自宅で避難生活を送る在宅避難者
に対して、ライフラインの途絶等に伴う
トイレや食事、情報提供などの一定の
支援を行う場所

運営
主体

自主防、学校、市な
どの避難所運営委
員会

原則として、当該施設の町会・自治
会を中心とする地域住民

開設
基準

市内の被害状況や
施設及び施設周辺
の被害状況などに応
じて、市災害対策本
部長が決定する。

①市が開設を要請する場合（避難
所がすでに開設されている状態で、
ライフラインの途絶が継続している場
合など）

②町会・自治会など地域住民が開設
の必要があると判断した場合

資料提供：三鷹市
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４．在宅避難者・車中泊避難者の支援
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在宅避難者・車中泊避難者の支援
○ 避難所以外で避難生活を送る避難者について、保健師やDMAT等が先行して訪問を行い、状況の把握を実施。
○ 避難所に物資を取りに来ても配布してもらえないなどの事例があったことから、在宅避難者等が、避難所に物資を受け取り
に来られた際は、必要な物資を配布するよう内閣府より通知（１月８日付）。
○ 内閣府より、避難所外被災者の支援のポイントを示し、状況把握や物資の配布・情報の提供、車中泊避難者への支援
について、通知（１月17日付）。

○ 石川県が自宅や車中泊、県内外の親戚宅等に避難された方などを対象に、連絡先等を登録する窓口を開設し、情報収
集を実施。得られた情報については、住民票のある自治体に共有。

○ また、在宅の高齢者、障害者等について、厚生労働省の被災高齢者等把握事業により、介護支援専門員や相談支援
専門員、NPO等による個別訪問や必要な福祉サービスへのつなぎを実施。

在宅避難者向け支援物資の配布（珠洲市）

内閣府が石川県に示した避難所外被災者支援のポイント

19
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避難所外避難者への支援の例（熊本県）
○熊本県では、物資配布テントを設置し、避難所外避難者への物資の配布を行うとともに、国が手配した仮設トイレの
設置、自衛隊や他県の給水車等の設置対応を行った。

○保健師等の巡回時に、エコノミークラス症候群予防啓発のチラシや弾性ストッキングの配布を行った。エコノミークラス症
候群の予防にあたっては、報道機関と連携して啓発を行った。

資料提供：熊本県普及啓発のチラシ

物
資
配
布
の
テ
ン
ト

仮
設
ト
イ
レ
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○ 千葉市では、車中泊避難を行う者の受け入れを目的とした施設の使用や支援について、民間団体と協定を締結し
ており、協定の締結先は、災害時には、車中泊用のスペースの提供のほか、トイレ設備・水道設備の提供、被害状況や
道路状況といった情報の提供を行うこととされている。

協定の概要

費用負担

管理運営

施設の提供

協力の範囲

● 車中泊避難を行う者の受け入れを目的と
した施設の提供及び車中泊避難者の支援

● 市内で高潮・津波等による大規模な浸水
が想定される場合において、浸水想定区域
等から退避する車両の受入を目的とした施
設の提供

● オートキャンプ場の一部にて、休憩スペース
の提供、トイレ設備及び水道設備の提供、
千葉市が発信する情報、施設周辺の被害
状況、道路状況等の情報の提供を実施

● 施設の提供及び支援の期間は、原則とし
て、受け入れ開始から３日間とされ、協議の
上期間を延長することが可能

● 車中泊避難者の受入場所における開設及
び管理運営は、千葉市の責任において実施

● 千葉市の要請に基づき（株）千葉牧場
が行った協力活動に要した費用は、千葉市
が負担するものとし、その金額等は協議のう
え決定

資料提供：千葉市
▲協定締結時の様子 ▲協定先施設

車中泊避難者の支援の例（千葉市）

21
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車中泊避難者の支援の例（千葉県千葉市）
○ 新潟県では、防災に役立つ各種パンフレットを作成し、防災意識啓発に活用している。車中泊についても、災害時に
やむをえず車中泊避難をする場合に備えて、注意するポイントなどをパンフレットに整理し、公表している。

○ 安全な車中泊避難を実施するためのポイントとして、①安全な場所を選ぶこと、②車中で体調を崩さないこと、③必
要なものを用意することの３つを挙げている。

資料提供：新潟県
22
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車中泊避難者の支援の例（高知県いの町）
○ 高知県いの町は、仁淀川や支流である宇治川の水害や南海トラフ地震等の大規模災害に備え、安全に逃げる避難
対策に取り組んでいる。

○ エコノミークラス症候群などしっかり予防対策も行えば、車も避難所として十分考えられ、プライバシーも確保されるなど
利点が多いことから、令和４年１月にいの町主催で高知防災プロジェクトや地域の自主防災会の協力の下、実際避
難所となる施設の駐車場を使用し、「いの町車中避難所受入訓練」を開催。

資料提供：いの町、高知防災プロジェクト、さんすい防災研究所
写 真：内閣府「令和４年度広報誌「ぼうさい」」

実施日時：令和4年1月8日(土) 9:30～12:30
実施会場：すこやかセンター伊野大会議室、駐車場
主 催：いの町
協 力：高知防災プロジェクト、さんすい防災研究所、伊野地区自主防災会連合会
訓練内容：避難所受付の開設後、避難者の健康状態の確認や避難者カードへの記入、車中避難を行う際の注意事

項の説明、駐車許可書の発行、駐車スペースへの誘導を実施。次に、保健師も同行し駐車許可スペースに
停めている避難者の巡回支援、健康状態の確認やこまめな水分補給、体操を行うよう注意喚起を行い、そ
の後、適正な車の配置例を示したゾーニングを確認。

23
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（参考）九州防災パートナーズの車中泊避難所設置マニュアル①
○ （一社）九州防災パートナーズでは、安全な避難の方法の１つとして「車中泊避難」を確立し、避難の選択肢を広
げる観点等から、「車中泊避難所設置マニュアル」を策定している。

○ マニュアルでは、車中泊避難所における必要な支援や役割と人員配置について、示されており、車中泊避難での必要
な支援・役割として、巡回支援、情報支援、医療的支援、受付・誘導等が挙げられている。

第1節 車中泊避難所における必要な支援
□運営体制と属性：運営に女性やその他属性の方の参加するようにする
□巡回支援
各車両を見回り、車中泊避難者の「状況確認」「健康確認」を行う

□情報支援：必要な情報を届ける
・掲示板の設置

情報が掲示板に残る 情報を得る機会の逸失が少ない
情報を見に来る 身体を動かすきっかけ

・チラシ
車両の再配置など重要情報の周知に有効

・回覧板
避難者相互の関係づくりに有効
日中人がいないときには回らない可能性あり

・LINEオープンチャット
設定が容易（個人アカウントからも設定可）
本部ー避難者間の連絡手段として有効
名前の変更ができる
後からログの確認ができる

・FMトランスミッター
FMラジオを介した情報伝達
機材の用意

入力：マイク
中継：FMトランスミッター
出力：FMラジオ

発信する情報 定時連絡/ローカル情報など

□医療的支援＝ＤＭＡＴに準ずる

第3節 車中泊避難所の役割と人員配置について
□役割/人員配置
・受付時
受付（検温・説明・書類配布）
誘導（駐車位置/書類回収）

・運用時
巡回支援/再配置/出入確認/物資配布 など（要検討）

・役割の明確化と役割分担
※避難者が運営に参画する仕組みを作る
例：車中泊避難所に来る人を地域との事前の協議で決定

地域と指定管理者でルール決め＆運営
※運営人員と避難者→運営に関わる避難者に「責任」を負わせない！！

□検討事項
・車中泊避難所内の避難者同士のネットワークの作り方

（例：情報伝達→回覧板 / 班編制 役割分担など）

・避難所の運営体制のパターン想定
（車中泊避難関わるステークホルダーの構成を考慮した運営体制の想定）

出典：（一社）九州防災パートナーズ 「車中泊避難所設置マニュアル」（2022） 24



26

（参考）九州防災パートナーズの車中泊避難所設置マニュアル②

○ 必要な機能と配置のポイントとして、トイレ、給水/排水、電源、休憩所、更衣室、本部の設置について、それぞれの
設置の注意点や確認すべき事項等が示されている。

第4節 車中泊避難所の機能と配置のポイント
□トイレ：
・急性期には50人つき1台。安定期では20人に1台を用意する
・トイレの台数のおける男女比は、男1：女3（スフィア基準）
・感染予防対策として

□利用方法の注意喚起の張紙□消毒液□ペ-パ-タオルを用意する
・使用後の紙の処理について

トイレを利用した後のトイレットペーパーの分別方法を考慮しておく
・仮設トイレについて

1台の容量は500ℓである。
仮設トイレ1台がいっぱいになる人数を積算してみる

１人１回あたりの排泄量1.5ℓ、トイレに行く回数を１日5回と仮定
500ℓ÷1.5ℓ＝約300人分/1台 300人分÷5回＝約60人分/1台

□給水/排水：
・施設の既存の物の場所と数量を確認する

□電源：
・施設の既存の物の場所と数量を確認
・電源車：
車の性能を確認しておく（発電・給電方法と充電容量など）
利用可能のワット数の使用用途を想定しておく

□休憩所：
・日中外に出ない人のための情報交換の場として設置する

□更衣室：
・車内では狭くて着替え等は難しいため用意する

□本部：
・支援体制づくりと支援内容を想定しておく

管理者のみでの避難所運営ではなく避難者も運営に関わる仕組みを作る
想定される支援内容は
巡回支援（避難者の健康状態等の把握）
情報支援（避難者に必要な情報の提示提供）
支援物資の配布
医療・衛生（エコノミークラス症候群対策 その他はDMATに準じる）

・避難所の情報の整理と把握
施設名/責任者/連絡先（電話）避難者数/要配慮者数・属性既存の設
備/必要物品
災害対策本部等と情報共有する

出典：（一社）九州防災パートナーズ 「車中泊避難所設置マニュアル」（2022） 25



５．その他（災害ケースマネジメント等）
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災害ケースマネジメントとは

被災者一人ひとりの被災状況や生
活状況の課題等を個別の相談等に
より把握した上で、

必要に応じ専門的な能力をもつ関係
者と連携しながら、

当該課題等の解消に向けて継続的
に支援することにより、

被災者の自立・生活再建が進むよう
マネジメントする取組

・自ら声をあげられない被災者の存在
・在宅避難者の増加
・支援漏れの発生

・被災者の抱える多様な課題の存在
・行政の対応が難しい課題の存在

【課題】【災害ケースマネジメント】

・その場での対応だけでは、必ずしも課
題の解決につながらない場合がある
・個々の被災者に寄り添った支援が
必要

被災者の自立・生活再建の早期実現、
コミュニティやまちづくりなどの地域の復興を通じ地域社会の活力維持に貢献

27
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災害ケースマネジメントに関するこれまでの取組

令和３年度 ・防災基本計画に災害ケースマネジメントに関連する記載を追加
・先進的な取組を行う自治体の事例を集めた取組事例集を作成・公表

令和４年度 ・災害ケースマネジメントの標準的な取組方法をまとめた手引書を作成・公表（３月）
・災害ケースマネジメントの平時の準備状況などの自治体の取組について調査を実施

令和５年度
以降

・令和５年５月の防災基本計画の見直しにおいて、「災害ケースマネジメント」の位置づけを明確化

・取組事例集や手引書を活用し、地方公共団体職員、福祉関係者、NPO等の幅広い関係者を対象とした説明会
などの周知・普及を実施

内閣府の取組

【災害ケースマネジメントに関する取組事例集】
（令和４年３月作成）

https://www.bousai.go.jp/tai
saku/hisaisyagyousei/case/pd
f/zenpen.pdf

【災害ケースマネジメント実施の手引き】
（令和５年３月作成）

https://www.bousai.go.jp/tais
aku/hisaisyagyousei/case/pdf/
r5zenpen.pdf

○地方公共団体は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地域の実情に応じ、災害ケースマネ
ジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的
に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に努めるものとする。

○国〔内閣府、厚生労働省〕及び地方公共団体は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むこと
ができるよう、災害ケースマネジメントの実施等により、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援
を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努めるものとする。
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〇令和５年度から地域における顔の見える関係の構築を図るため、社会福祉協議会等の福祉関係者や士業関係者、NPO等の有識
者に取組の紹介等の講演をいただく説明会を都道府県と連携して実施しており、令和６年度においては５つの都道府県と連携して開
催予定。

〇令和６年度からは新たに、平時から災害ケースマネジメントの実施体制を構築するため、モデル自治体を選定した上で各団体における取
組を後押しするためのモデル事業を４自治体と連携して実施予定。

【モデル事業実施団体】伊勢市、岡崎市、愛知県、高知県

【説明会開催団体】北海道、茨城県、富山県・長野県、鳥取県
プログラム例

（１）基調講義
学識経験者による講演等

（２）事例紹介
社会福祉協議会や士業関係者、NPO、専門職の有識者が過去の災害時における
取組を紹介

（３）グループワーク
具体的なケースを題材に被災者当事者の状況を理解し、支援につなげるまでを
議論

自治体名 事業（例）

伊勢市 発災直後～避難所運営段階のフェーズにおけるアウトリー
チの際に使用する様式を関係者の意見交換も行いながら作
成

岡崎市 災害ケースマネジメント推進会議の開催、地域で担い手と
なる人材の育成研修

愛知県 NPOと連携したワークショップを含む研修会

高知県 高知版災害ケースマネジメントの手引きの周知、具体的な
事例を扱う研修会

説明会の広報チラシ

災害ケースマネジメントに関する内閣府の取組
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全国保健師長会

災害ケースマネジメント全国協議会について
〇 令和６年度より関係団体で構成される「災害ケースマネジメント全国協議会」を設置し、関係団体間で顔の見える関係を構築すると
ともに、それぞれが持つ知見の共有や役割について相互理解を図る。

〇 当該協議会は年に1回から２回程度の頻度で開催する予定であり、議題はその都度設定し、その年に起きた災害における各団体の
取組の紹介や課題となっている点について、各団体から意見をいただき、議論を深めることなどを想定。

〇 全国レベルの関係団体で連携を図ることで、各地域レベルで災害ケースマネジメントに携わる関係者の平時からの連携を後押し、災
害ケースマネジメントのより一層の促進を図る。

日本弁護士会

全国社会福祉協議会

日本介護支援専門員協会

日本社会福祉士会

日本相談支援専門員協会

日本医師会

日本看護協会日本公衆衛生協会

日本赤十字社

日本行政書士会連合会

日本建築士会連合会

日本司法書士会連合会

JVOAD

災害ケースマネジメント全国協議会

地域レベルの取組を後押し

顔を見える関係
知見の共有
役割の相互理解

A市
社会福祉協議会

相談支援専門員

保健師

医師行政書士

建築士

NPO

行政
介護支援専門員

社会福祉士

看護師

司法書士

弁護士

NPO
行政

医師

社会福祉協議会

B町

4135

【構成団体】

全国社会福祉協議会 日本介護支援専門員協会

日本社会福祉士会 日本相談支援専門員協会

全国保健師長会 日本医師会

日本看護協会 日本公衆衛生協会

日本赤十字社 日本行政書士会連合会

日本建築士会連合会 日本司法書士会連合会

日本弁護士連合会

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）

第1回の様子



災害対策基本法

（避難所における生活環境の整備等）
第八十六条の六 災害応急対策責任者は、災害が発生したときは、法令又は防災計画の定める
ところにより、遅滞なく、避難所を供与するとともに、当該避難所に係る必要な安全性及び良好
な居住性の確保、当該避難所における食糧、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び
保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措置を講
ずるよう努めなければならない。

（避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮）
第八十六条の七 災害応急対策責任者は、やむを得ない理由により避難所に滞在することができ
ない被災者に対しても、必要な生活関連物資の配布、保健医療サービスの提供、情報の提供そ
の他これらの者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

※災害応急対策責任者：指定行政機関（主に各省庁）の長及び指定地方行政機関（主に各省庁の地方支分部局）の長、地方公共団体の長その他の執
行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者

〇 東日本大震災において、避難所に避難した者のみならず、在宅での生活を余儀なくされた者に対しても困難な状況
をもたらした。

〇 中央防災会議防災対策推進検討会議の最終報告において『在宅での避難生活を余儀なくされた方々に対しても、
国、地方公共団体、民間企業、民間団体等の関係組織が協力して適切な対応をとることで、情報、支援物資、福
祉等のサービスの提供が行き届くよう、取組の指針を策定すべきである。』とされたところであり、こうした在宅者への支援
についても、地方公共団体をはじめとする災害応急対策責任者において適切な対応がとられるよう、基本的な責務を
災害対策基本法に規定。
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避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会の設置について

主な検討事項 委員
○避難所以外に避難する被災者に関する考え方の整理
・場所（避難所）から人（被災者）の支援への転換の必要
性について
・官民が連携した被災者支援の実施について

○被災者の状況の把握
・被災者の状況把握を行うための体制について
・要配慮者への対応等、状況把握のための留意点について

○避難所以外の支援拠点
・避難所以外の支援拠点の必要性や位置づけについて
・支援拠点に求められる具体的な機能について

○車中泊避難者への支援
・車中泊避難の位置づけや健康上の観点から留意すべき事
項について
・車中泊避難の実施場所に求められる具体的な機能について

〇 近年、個々の事情により避難所以外に避難する被災者の増加や被災者の支援を担う行政職員の減少、避難所や
在宅避難者の支援に取り組む民間団体の増加等、避難生活を取り巻く環境が大きく変化している。

〇 昨年から開催されている「被災者支援のあり方検討会」においても避難生活に係る課題について指摘があったところ。
〇 避難生活をめぐる環境の変化に対応した支援の実務的な実施方策について議論を行うため、自治体職員等、支援
の実務に精通した者による「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会」（以下「検討会」とい
う。）を設置する。
※検討会では、「被災者支援のあり方検討会」に経過の報告を行いながら、議論を進める。

検討状況
第１回（令和５年８月１日）～第８回（令和６年５月20日）
令和６年６月28日にとりまとめを公表

【委員】

【オブザーバー】 内閣府男女局・消防庁・厚生労働省・国土交通省

・被災経験のある自治体や避難所以外に避難する被災者の支
援の取組を有する自治体の職員等を中心に、実務経験を有す
る有識者、医療・福祉関係者を加えて検討会の委員とする。

等

等

等

等

有吉 恭子 吹田市
齋藤 浩司 三鷹市

（座長） 阪本 真由美 兵庫県立大学
菅野 拓 大阪公立大学
鈴木 伸明 群馬県社会福祉協議会
田崎 素子 新潟県
永野 裕二 倉敷市（R5.8～R6.3）
内田 敏郎 倉敷市（R6.4～R6.5）
中原 優江 徳島県
丸山 嘉一 日本赤十字社
明城 徹也 全国災害ボランティアネットワーク
八巻 舞子 丸森町
吉原 繁 熊本県
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避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会とりまとめ(概要)
 近年の災害では、在宅や車中泊等で避難生活を送る避難者等が多く存在しているほか、新型コロナウイルス感染症拡大を受けて分散避難の取組が進むなど、避難者等の
避難生活を取り巻く環境は大きく変化している。

 また、避難者の支援を全て行政職員が担うことには限界があるため、避難者等の支援に取り組む民間団体との連携が必要である。加えて、近年自宅等で災害関連死が多く
発生していることや、今後南海トラフ地震等の大規模災害ではさらなる被害が想定されることから、これら避難所以外に避難する者の状況把握や支援方策の検討は喫緊の
課題である。

 このため、内閣府では、「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会」を設置し、８回に渡り議論を行い、その成果をとりまとめた。

＜「場所（避難所）の支援」から
「人（避難者等）の支援」への

考え方の転換＞
＜官民連携による被災者支援＞

避難生活に係る基本的な考え方
＜平時・生活再建フェーズとの

連続性の確保＞

• 在宅や車中泊避難者に対する支援について防災計画等への位置づけ。地域コミュニティの取組については地区防災計画の活用も効果的。
• 災害協定の締結等を進めるとともに、支援に関わる多様な主体を巻き込み、在宅避難者や車中泊避難者の支援に係る訓練を実施。
• 平時における地域資源を災害時の支援拠点としても活用。
• 地域の防災力を向上させる取組を通じて自助・共助による支援能力を涵養するなど避難生活支援に携わる人材を育成。

 発災直後から関係者が連携して避難者等の状況把
握を行う。支援漏れを防止するため、状況把握を行
う主体間の連携体制について平時から検討する。

＜デジタル技術の利活用＞

具体の取組

避難者等の状況把握 避難所以外の避難者の支援拠点 車中泊避難者の支援

平時から
の取組

• 危機管理、医療、保健、福祉、住宅、教育、住民制度など関係部局、民間支援団体が連携しつつ、避難者等の状況把握、避難
所の運営や環境改善、在宅避難者等の支援等の被災者支援の業務を一元的に担う体制の構築を促す。

避難者以外の避難者等の
支援の枠組み

 災害時には、やむを得ず車中泊避難を行う避難者
等が一定程度発生することを想定し、地域の実情に
応じた支援方策について平時から検討・準備する。

【考え方】

【主な取組】
 住民への車中泊避難の注意点等の広報
 車中泊避難を行うためのスペースを平時から検討・
公表

 水・食料に加え、弾性ストッキング等を備蓄・配布
 保健師等と連携した健康管理を実施

 在宅避難者等についても、避難所の避難者と同様
に必要な支援を受けられるよう、支援拠点の設置や
支援内容について平時から検討する。

【考え方】

【主な取組】
 被災状況や避難所の状況等に応じて、在宅避難者
の支援拠点を設置

 機能に応じて自治会レベルの拠点や広域の拠点など
様々な規模の支援拠点の設置を検討

 支援拠点で食事や物資の支援、情報提供を実施

【考え方】

【主な取組】
 状況把握を行う主体の連携体制の整備
 アウトリーチを行う際の優先順位の検討
 関係者が共通して使用する調査項目の検討
 被災者自ら情報発信を行う仕組みの構築

【別冊】被災者支援に関するアンケート調査結果（全国の都道府県及び市町村に対し、在宅避難者や車中泊避難者の支援に関するアンケートを実施）
⇒多くの自治体が在宅避難者や車中泊避難者の支援の必要性を認識していると回答する一方、取組が進まない理由として、①制度上の位置づけの不明瞭さ、
②ノウハウの不足、③人員不足等が指摘された。 31



在宅・車中泊避難者等の支援の手引き①
■「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会」のとりまとめや防災基本計画に在宅・
車中泊避難の支援が位置づけられたことを受けて、自治体向けに在宅・車中泊の支援方策を示した
「在宅・車中泊避難者等の支援の手引き」を作成・公表している。

在宅・車中泊避難者等の支援の手引き 手引きの目次

Ⅰはじめに
Ⅱ避難所以外の避難者等の支援に係る
基本的な考え方
Ⅲ避難所以外の避難者等の支援に係る
平時の準備

1．計画・訓練・協定の活用
2．支援体制の整備・人材の育成

Ⅳ避難者等の状況把握
1．避難者等の状況の把握の必要性等
2．避難所等の状況の把握の取組

Ⅴ在宅避難者の支援
１．在宅避難者支援の考え方
２．平時の取組
３．発災時における対応

Ⅵ車中泊避難者の支援
１．車中泊避難者支援の考え方
２．平時からの取組
３．発災時における対応

Ⅶ参考資料

情報の収集・集約・利用の
仕組みの構築イメージ

状況把握の実施体制のイメージ
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在宅・車中泊避難者等の支援の手引き②
■本手引きにおいては、在宅・車中泊避難者等の支援における基本的な考え型や取組のポイントを示すとと
もに、取組の参考となるように、コラムとして自治体等の具体的な取組を事例として紹介している。

■被災者の円滑な状況把握の参考となるように、行政機関やNPOが使用することを想定した調査票のひな形
や利用目的の記載例等を示している。

コラム（自治体等の取組事例） 調査票のひな形
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（参考）防災基本計画修正（令和６年６月）の概要
■防災基本計画

災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する我が国の防災に関する総合的かつ長期的な計画で、
指定行政機関や指定公共機関が作成する防災業務計画や、自治体が作成する地域防災計画の基本となるもの

主な修正項目

最近の施策の進展等を踏まえた修正
○新たな総合防災情報システムの運用開始
・防災情報の総合防災情報システム（SOBO-WEB）への集約
○水害対策の強化
・道路のアンダーパス冠水等を踏まえた対策の強化
○避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
・自治体、保健師、福祉関係者等の間で連携した状況把握の実施
・在宅避難者、車中泊避難者に対する支援に係る拠点の
設置や、被災者支援に係る情報の提供

関連する法令の改正を踏まえた修正
＜活動火山対策特別措置法の改正＞
○活動火山対策の強化
・火山調査研究推進本部の設置
・「火山防災の日」を活用した防災知識の普及
・登山届等を容易に提出できる仕組みへの配慮
＜医療法の改正＞
○災害支援ナースの充実・強化
＜水防法及び気象業務法の改正＞
○国が取得した指定洪水予報河川に関する予測水位情
報について、都道府県の求めに応じた提供の実施

＜災害対策基本法施行令の改正＞
○緊急通行車両確認標章等の事前交付

令和６年能登半島地震を踏まえた修正
＜令和６年能登半島地震に係る検証チーム＞
○被災地の情報収集及び進入方策
・車両や資機材の充実・小型化・軽量化
・無人航空機、SAR衛星、衛星インターネット等の活用
・海路・空路を活用した道路啓開に向けた調整
・道路管理者と生活インフラ事業者との連携強化
○自治体支援
・派遣職員が現地で自活できる資機材や装備品の充実
・応援職員等の宿泊場所として活用可能な施設やス
ペース等のリスト化

○避難所運営
・パーティション、段ボールベッド等の避難所開設当初
からの設置

・避難所における生活用水の確保
・トイレカー等のより快適なトイレの設置への配慮
・高齢化の進展を踏まえた福祉的な支援の充実・明確化
・保健医療福祉に係る支援者（JRAT、JDA-DAT等）の明確化
○物資調達・輸送
・運送事業者等との連携による、物資輸送拠点の効率的
な運営に必要な人員、資機材等の速やかな確保

＜その他各省庁における振り返り＞
○長時間継続する津波の見通し等に関する解説
○より実態に即した液状化リスク情報の提供

※今後、政府においては、中央防災会議・防災対策実行会議の下に設置するワー
キンググループで、引き続き有識者等を交えた検証を行うとともに、フェーズごとに
災害対応業務を「見える化」することや、実践的な訓練・研修等に取り組んでいく。 36



（参考）令和６年度総合防災訓練大綱の概要
・訓練を企画・実施する際の基本方針、国の訓練事項、地方公共団体の訓練への留意点等を示すもの
・継続的・計画的に取り組むべき事項に加え、既往災害からの教訓や社会状況の変化等を反映
・年度末から年度当初の時期に、中央防災会議で決定するもの

基本的な考え方
能登半島地震等の既往災害を踏まえた災害対応力向上
○受援計画等に基づく応援職員の受け入れに関する訓練の実施
○地域住民や地元企業の支援活動をメニューに含めた訓練の実施
○避難所の生活環境向上（段ボールベッド・パーティションの設置等）や、
在宅・車中泊避難者等の状況把握、さらに地方公共団体間連携
による二次避難先の運営に関する訓練の実施

○物資の調達・輸送等の訓練の実施
○災害時に孤立することが想定される地区への対応訓練の実施
○NPO、ボランティア等、多様な主体と連携した訓練の実施
○男女共同参画及び要配慮者の視点に立った訓練の実施

車中泊避難者等の状況把握訓練 孤立地域を想定した訓練

より実践的、効果的な訓練
○発生時間帯や避難方法等について、より実践的かつ起こり得る
最悪事態の想定を踏まえた訓練の実施

○関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的
に実施する、災害ケースマネジメント訓練の実施

地域住民参加の夜間避難訓練 災害ケースマネジメント訓練

デジタル等の新技術の活用
○デジタル等の新技術を活用した災害対応に備えた、実践的な
操作訓練の実施

○スマホアプリ等のデジタルツールを活用した訓練の実施
避難支援情報を表示するスマホアプリを活用した避難訓練 37



ご清聴ありがとうございました。
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